
名寄市ずっと住まいる応援事業
申請の手引き

2024年（令和６年）４月１日更新



事業見直しの経過
　ずっと住まいる応援事業について、令和６年度も継続して実施します。
　また、令和６年度より加算の一部を名寄市電子地域電子通貨Yoroca(ヨロカ）でのポイ
ント付与とします。

　補助制度を利用できる方は、次のいずれかに該当し、市税を滞納していない方
① 名寄市に住民票があり、改修工事等を行う住宅の所有者またはその配偶者（所有者が
　　　市外に住民票があるに限る。）

② 名寄市内の住宅を購入し、改修工事等を行った後に転居し、名寄市に転入する方
　ただし、次の方は対象となりません。
　　・　「ずっと住まいる応援事業」による補助を受けたことのある方
    ・  「住宅改修等推進事業」による補助を受けたことのある方

申請（制度を利用）できる方

施工業者の資格登録について
　市内に本店、支店若しくは営業所等を有する法人または市内に住所を有する個人事業
者で、施工可能な従業員を配置し、本事業の資格登録を行っている者
　施工業者は、事前に資格登録を行う必要があります。
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補助金の対象となる住宅
　申請（申込）者またはその配偶者が所有し、現在居住している住宅または改修工事等の
後に居住する住宅
　

　ただし、法人・宗教団体等が所有する住宅や共同住宅、賃貸住宅は対象となりません。

次のいずれにも該当する改修工事等が対象となります。
① 市内施工業者に依頼して行う補助対象住宅の改修工事等であること。
② 補助対象経費の額（消費税及び地方消費税を除く）が、50万円以上であること。
③ 交付決定後に着手し、令和７年3月31日までに完了する改修工事等であること。
　　

　　交付決定前に改修工事等を着手した場合、補助金の対象となりません。
④ 名寄市の他の制度による補助を受けていない改修工事等であること。

補助金の対象となる改修工事等
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具体的な改修工事等の内容
① 住宅の増築、改築、修繕及び模様替え
② 建築設備工事（電気、ガス、給水、排水、換気、暖房など 建築基準法第2条第3号に規定する工事）
③ 雪対策工事（住宅と同一の敷地内における）
　　・ 融雪槽または融雪機（固定式のもの）の設置工事
　　・ ロードヒーティングの設置工事
　　・ 落雪防止柵の設置工事
　　・ 木、塀の撤去による間口確保工事



補助金の額
① 補助対象経費の額（消費税を除く。）が50万円以上100万円未満
　　　補助金額　定額 10 万円
② 補助対象経費の額（消費税を除く。）が100万円以上
　　　補助金額　定額 20 万円　　

補助金の加算
① 移住者加算
　　申請者が移住者の場合
　　移住者とは、次のいずれかに該当する方
　　（1）申請日の１年前から申請日までに名寄市に転入した方
　　　　　　例えば、申請日が令和６年４月１日の場合、令和５年４月１日から令和６年４月１日までに
　　　　　　名寄市に転入した方
　　（2）改修工事等の後に転居し、名寄市に転入する方

② 中古住宅加算
　　中古住宅の取得から１年以内に改修工事等を実施する場合
　　中古住宅とは、新築住宅（新たに建設された住宅で、まだ人の居住の用に供したことのないもの）以外の住宅

③ コンパクトシティ加算
　　名寄市立地適正化計画で設定されている居住誘導区域外から区域内に転居して
　　改修工事等を実施する場合
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④ 省エネ機器加算
　　建築設備工事のうち、特定エネルギー消費機器の設置工事を実施する場合
　 
   （1）2027年度の省エネ基準達成率が100%以上の
           エアコン
　 （2）2025年度の省エネ基準達成率が100％以上の
           100％以上のガス温水機器、石油温水機器
           または電気温水機器

　　　【省エネ性能の確認はこちら】

⑤ 地域材利用加算
　　北海道内の森林から産出され、道内で加工された木材（地域材）を利用して
    改修工事等を実施する場合
　　
　　（1）構造材　　　　1㎥当たり 5万円
　　（2）内外装材等　1㎡当たり 5千円
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補助金の加算（つづき）

出典：(一財)家電製品協会省エネ家電deスマートライフ

出典：
北海道水産林務部
林務局林業木材課

省エネ型製品情報サイト

※上記①・②・③・④に該当する場合は、補助金額に３万円の加算と名寄市
電子地域通貨Yoroca（ヨロカ）２万ポイントを付与します。
　⑤に該当する場合は、10万円を上限として加算します。 



補助金の申請から補助金を受け取るまでの流れ
（申請者）① 工事の相談　改修工事等が補助対象か、施工業者が登録事業者か、事前にご相談・ご確認ください。

（申請者）② 交付申請　　 施工業者と工事内容を打ち合わせの上、交付申請書を市役所に提出してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 提出書類　①交付申請書　②住民票（住宅所有権所持者分）　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 提出書類　③納税証明書（住宅所有権所持者分）④工事見積書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 提出書類　⑤着手前の写真　⑥家屋証明書または登記簿謄本　など

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 提出書類　加算を申請する場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 提出書類　①（移住者）世帯全員の住民票　②（中古住宅）登記簿謄本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 提出書類　③（省エネ）機器のカタログ　④（地域材）使用総量がわかるもの

　　　　 ③ 交付決定　　  提出書類を審査して補助金交付の可否を決定し、交付決定を通知します。

（申請者）④ 工事着手　　  交付決定前に改修工事等を着手した場合、補助対象となりませんのでご注意ください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　  必ず施工中の写真を撮ってください。

（申請者）⑤ 工事完了　　 改修工事等完了後、工事費用を施工業者に支払ってください。

（申請者）⑥ 実績報告　　 工事費用支払い後、速やかに実績報告書を市役所に提出してください。
　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　提出書類　①実績報告書　②施工中・完了後の写真　③領収書または振込書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　④口座振替申出書　など

　　　　 ⑦ 実地検査　　 提出書類の審査及び現地調査を行います。

         ⑧ 額の確定　　 検査終了後、補助金の額を確定し、通知します。

         ⑨ 補助金交付　確定通知後、補助金を指定された口座に振り込みます。

ご不明な点は、産業振興課にご相談ください。 5



本事業における留意事項について
◆ 交付申請は、4月１日から受け付けます。
◆ 交付申請順に受理し、内容を審査後、交付決定します。
　　改修工事等を予定している場合は、早めに相談・申請してください。
◆ 改修工事等は、交付決定後に着手してください。

◆ 申請時期を、上半期（4月～）と下半期（10月～）に分けて、申請を受け付けます。
◆ それぞれ予算額に達した場合、交付申請の受付は終了となります。
　　　予算額：3,300万円（前年度同様）
　　　上半期：2,200万円　下半期：1,100万円　

◆ 下半期の予算到達後は、「キャンセル待ち」を受け付けます。 
◆ 交付申請の取り下げが発生した場合、キャンセル待ちの受付順に連絡します。
　　連絡を受けた方のうち、申請を希望した方から、順次交付申請の手続きを行って
　　いただきます。

【注意事項】
◆ キャンセル待ちは、交付申請を確約するものではありません。
◆ 交付申請の取り下げは、「有無」も「時期」も不確定なので
　　キャンセル待ちの申請については、十分ご留意ください。
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事業者アンケートの結果を
もとに決定いたしました。



書類入手先について

　名寄市経済部産業振興室産業振興課
　名寄市大通南1丁目1番地　名寄庁舎3階
　01654-3-2111（代表）

　制度の概要や個別具体的なケースについては、お気軽にご相談ください。

本事業の問い合わせ先

◆ 交付申請書・実績報告書・口座振替申出書
　　　⇒　市役所経済部産業振興課（市役所3階・ホームページでダウンロード可能）

◆ 住民票・戸籍抄本　⇒　市役所市民部市民課（市役所1階）

◆ 納税証明書・家屋証明書　⇒　市役所市民部税務課（市役所2階）

◆ 登記簿謄本（全部事項証明書）
　　　⇒　旭川地方法務局名寄支局（西1条南11丁目）
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